技術士　第二次試験　模擬答案用紙

１－２－１　里山をはじめ森林地域への人々の入林機会の増大とともに森林火災の発生件数も増加傾向を示している。森林火災発生に至る誘発条件及び防止・対策技術等について、具体例をあげつつ述べよ
１．はじめに
　最近、里山をはじめ人々の入林機会の増加とともに森林火災の発生件数も増加傾向にある。森林火災は、森林の公益的機能に重大な影響を与えるだけでなく、木材資源の損失や、消火・復旧に要する人的・経済的損失も大きく、その発生防止対策に万全を期していく必要がある。

２．日本の森林火災の現状

　平成１４年度の森林火災の発生件数は、３３４３件で、焼失面積２６３４ｈａ、損害額は１４億円に達し、過去５年間で最悪の状況となった。

　また、本年１月には、香川県直島で、焼失面積１２２ｈａにおよぶ森林火災が発生し、せき悪な現地の条件からすると、復旧には、多大の時間と労力がかかると予想される。
３．森林火災の原因

ア気象条件

　空気が乾燥する冬から春にかけてが、もっとも危険度が高く、火災件数も多い。ただし、雨が少なく、気温が高い場合は、森林内の乾燥状態が強まり、夏、秋でも危険度は高くなる。

平成１４年度の統計を見ると、梅雨時期の７月を除き、ほぼコンスタントに２００件／月程度の発生があり、２～３月には、発生件数が、５００件／月程度に増加する。
イ発生原因

　平成１４年度の森林火災の発生原因の第１位は、「たき火」によるもので、全体の３割を占め、以下「たばこ」、「放火」、「火入れ」の順となり、この４つで発生原因の６割を占めている。

「たき火」による出火では、火が周囲の枯れ草等に燃え移り延焼したもの、火の粉が飛び火したものが、全体の９割を占め、一旦燃え出すと手がつけられない森林火災の恐ろしさがよく分かる。「火入れ」についてもたき火と同様の形態と乗っている。

「たばこ」については、投げ捨てを原因とするものがほとんどで、喫煙者のモラルが、厳しく問われている。
４．森林火災防止対策

ア人的対策

　出火原因の大半が、人的なものであり、普及啓発が最も効果的である。

　特に、最近増加している森林レクリエーション、登山者等を対象とした指導が重要で、季節や場所を限定して、パトロール員等を配置して指導に当たるのが効果的である。

イ物的対策

　森林火災は、延焼が防げれば、その被害は、比較的軽微なものにとどまる。防火線の設置は、消火活動の機動性を確保する上からも効果的である。

　しかし、従来から、森林所有者の自助努力で設置管理されてきた防火線は、近年、林業不況のあおりで、放置される例も多い。

　防火線の森林管理上の重要性を認識し、基盤施設として、公共事業等により整備管理していく方策も検討する必要がある。
　また、稜線林道を防火道として位置づけ、防火水槽の設置等を公共事業で行い、整備管理していくことも効果的であると思われる。

５．おわりに

　森林火災は、森林内の有機物を一気に焼き払い、野生生物の生息環境と生命を一気に奪いさる。

　森林生態系及び森林の公益的機能に及ぼす影響は甚大である。規模が拡大すれば、地球温暖化の要因となる地球規模での二酸化炭素の増加にも影響を与える。

　森林火災は、ほとんどが人的原因で発生しており、啓発の強化と少しの基盤整備で大幅な被害の減少が可能である。

　国民の理解と協力を得て、協力に施策を推進する必要がある。　　　以上

１－２－２　森林の公共財的な価値が高まる一方で、その管理のあり方を巡って多くの考え方が交錯している今日、様々な人々の参加による合意形成の必要性が求められている。森林管理上の合意形成の意義及びその望ましい姿について、具体例を挙げつつ述べよ

１．はじめに

　都市の自然環境の変化や、地球温暖化等世界レベルでの環境問題が話題になる中で、森林の公共財としての価値についても認識が高まってきた。

　この中で、森林の管理や取り扱いのあり方についても、従来の林業関係者以外の様々なセクターから意見や要望が寄せられるようになってきた。

２．合意形成の必要性

ア森林に対するニーズの多様化

　水源の涵養や、木材の保続的な生産についてのニーズは、古くから存在し、近代に入ってからは保安林制度により、ニーズが守られてきた。

　しかし、近年は、里山のレクリーション的利用、森林療法、生物多様性の保全等従来あまり認識されてこなかったニーズも顕在化し、多様化するニーズの中で従来の森林・林業関係者だけでの判断や施策では、十分な調整ができない状況が生まれつつある。

イ予定調和的林業経営の破綻
　日本の森林の５０％は私有林であり、所有権に基づき、森林所有者の意志により、主として経済的動機で林業経営が行われてきた。しかし、地域には、古くからの社会的つながりがあり、森林所有者自身も森林の恩恵を身近に感じる存在であったため、その経営には一定の制約があり、森林の公益的機能が維持される範囲で経営がなされてきた。

　しかし、近年の日本林業の低迷は、目を覆うばかりであり、外材等製品輸入の増大により、国産材自給率は、２割を割り込む状況が続いている。

　また、木材価格も低迷し、素材生産費を下回る事態もあり、経費不足や経営放棄による間伐手遅れ林分や皆伐後の再造林放棄地なども発生し、森林の公益的機能に影響を与える恐れのある地域も出はじめている。

　この対策として、政府は、間伐補助制度の拡充等で対応しているが、厳しい財政状況の中で、このような補助予算を確保していくためには、都市住民の理解と協力が不可欠となっている。

ウ森林保全への国際的要請

１９９２年の「国連環境開発会議」（地球サミット）で採択された「森林原則声明」を踏まえ、森林生態系の健全性を維持し、その活力を利用して、人類の多様なニーズに永続的に対応できるような森林の取扱いを行おうとする、持続可能な森林経営の実現が、国際的に期待されている。我が国もモントリオールプロセスに参加し、この実現に努めているが、林業関係者だけでなく、国民的合意形成が不可欠である。

３．流域林業活性化センターの取り組み

　流域林業活性化センターは、平成３年度（１９９１）

から、全国１５８の流域ごとに順次設置され、川上から川下までの、森林・林業に関する関係者が一堂に会して流域の森林・林業問題について協議する場となっている。

　設置後、ほぼ１０年を経過し、運営資金の主体であった林野庁補助金が減少する中で、休眠状態となりつつあるセンターが多い中で、一部のセンターでは、広域的な合意形成の場であるセンターの特質を生かして活発な論議が展開されはじめている。

４．合意形成とは？

　合意形成とは、単なる利害調整や駆け引きの場ではなく、よりよい環境と生活を生み出すために、相互理解を図り、創造的意見を出し合い、理想を具体化していく場である。

　地域という運命共同体の中での合意形成は、参加者の信頼関係に根ざし、実効性をあげることが可能である。

「宇宙船地球号」の乗組員であることを、世界が共有するためには、地域ごとの合意形成の積み重ねが何よりも必要と思う。地域のささやかだが責任ある協議が、世界を変えていく。　　以上

１－２－３　森林が火災。台風、皆伐などの大きな攪乱を受けた後、遷移段階または林分の発達段階に伴い、林分の構造と機能は、一般的にどのように変化するかを記し、それに基づき主な機能を発揮させるためにどのような森林管理が望ましいと考えられるかを述べよ

１．生育ステージごとの攪乱による変化

　植生は、気候や環境条件によって規定される極相に向かって遷移していく。

また、遷移の途上にある森林が、何らかの攪乱を受けた場合には、遷移は、そこで一旦停止し、その環境からまた、新しい遷移をスタートする。これを二次遷移という。

２次遷移の進行は、その森林の生育段階や、過去の状況により大きく変化する。

生育の初期段階での攪乱は、陽性樹種で、周囲に母樹等が存在する場合は、攪乱前の状態に回復する期間も少なくてすむが、攪乱の程度が大きい場合や、せき悪地、乾燥地等環境条件の悪い林地では、回復がきわめて困難になる場合がある。

生育初期での攪乱は、成長の源である貴重な森林土壌を流亡させたり、環境条件の変化により、乾燥化が進んだりして、森林の公益的機能を著しく減退させる恐れが高い。

できるだけ早く、人工植栽等の手段により、植被を回復させる必要がある。

森林が閉鎖し、樹木同士の競争が始まっている段階の森林では、攪乱が発生しても、埋土種子や、萌芽更新等による、更新が比較的容易に行われる例が多い。

森林が、少なくとも数十年のレベルで成立していたことによる、養分の蓄積と、環境条件の変化が要因と思われる。

　この段階での攪乱は、規模にもよるが、森林の多様性を増大させる結果となることもあり、土壌の流亡防止に十分配慮しながら、ある程度自由にグランドデザインを検討しても良いのではないかと思われる。

　森林が成熟期に達すると、攪乱はむしろ重要な更新の手段となることがある。エゾマツ林では、台風等による倒木が、光環境と水分条件、腐朽菌等からの保護の上で、絶好の苗床となり、種子が発芽し成長する、倒木更新がよく知られている。また、北米のポンデローサマツは、山火事による加熱がないと球果から、種子が飛散しない特性があり、山火事による攪乱が、更新の条件となっている。また、シラカバも山火事跡に一斉更新することが知られている。

　更新は、森林の維持にとって重要な作業であり、周辺の環境や性体験に配慮しながら、積極的に人工補正を併用して更新を円滑化することも考えられる。

３．皆伐による攪乱について

　人工的な攪乱である皆伐は、素材生産作業による地表面の損傷を含めるときわめて重大なダメージを森林に与える恐れがある。

　四国等の多雨地域では、１ｈａ程度の小面積でも、土壌の流亡は随所でみられ、今後の地力の減退が危惧される。また、皆伐による微気象の変化も大きく、特に冬季の凍上は、有林地と無林地の差が、かなり大きい。

　林種転換等でやむを得ない場合もあるが、ネックである素材生産コストを、路網整備等で克服し、極力非皆伐施業に移行していくのが総益的機能の維持の上からは望ましい。

４．おわりに

　日本の森林は、皆伐を行った場合、常に、閉鎖までの期間雑草木との競争を強いられる。そのコストは大変大きく、しかもその間貴重な森林土壌は流亡を続けることになる。

　ますます重要になってくる森林の公益的機能を維持し、効率的な林業生産を合わせて行っていくためには太陽光線を最も有効に使う、閉鎖した森林のシステムと、もっともマイルドな森林の微気象を有効に使う新たな施業システムの導入が待たれる。

　作業路網の充実により、きめ細やかな森林観察と施業が行える林分も増えてきた。裸地から始まる１次遷移でなく、森林から始まる２次遷移をベースに新たな森林施業を提案していく必要がある。















